
制 度 の 内 容

● 担保を不要とする融資（無担保融資特例制度） 令和4年４月現在

ご融資の限度額

4,800万円

ご返済期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
ご返済期間以内

うち据置期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
据置期間以内

担保を提供することを希望しない方に原則として、法人の方は無担保・代表者保証、
個人の方は無担保・無保証人で融資する制度です。

本パンフレットは再生紙を使用しております。

〒９０５ー００１１  名護市宮里１ー２８ー１５
TEL ０９８０ー５２ー２３３８／FAX ０９８０ー５１ー１００８

北部支店  本　店 （融資第二部 中小企業融資 第一班・第二班）
〒９００ー８５２０  那覇市おもろまち１ー２ー２６

TEL ０９８ー９４１ー１７８５／FAX ０９８ー９４１ー１９１０ 

〒９０６ー０００７  宮古島市平良字東仲宗根１１８ー１
TEL ０９８０ー７２ー２４４６／FAX ０９８０ー７２ー７０４９ 

宮古支店

中部支店

〒９０７ー００１４  石垣市新栄町４ー１
TEL ０９８０ー８２ー２７０１／FAX ０９８０ー８３ー１６３４

八重山支店
▼ご利用の窓口

確定申告書（２期分）又は事業計画書をご持参
の上、お近くの公庫本・支店窓口でお気軽にご
相談ください（商工会議所、商工会でもご相談
を承っております）。

制 度 の 内 容 ご返済期間 うち据置期間ご融資の限度額

● 経営者保証免除特例制度

適用した
貸付制度の限度額

適用した貸付制度の
ご 返 済 期 間 以 内

適用した貸付制度の
据 置 期 間 以 内一定の要件を満たす場合に、経営者の保証を免除する制度です。

ご融資の種類 ご利用いただける方※

ご利用いただける方 資金の使いみち

ご返済期間

ご返済期間

うち据置期間 その他

ご返済方法

資金の使いみち ご融資の限度額

ご融資の限度額

▼ 教育資金のご融資

▼ 恩給担保資金のご融資

一 般 貸 付

沖縄人材育成
資 金 貸 付

高校・専門学校・大学等に入学・在学される
方の保護者又はご本人で、世帯の年収制
限以内の方

恩給などを受けている方 事業資金
消費資金

学生・生徒お一人につき３５０万円

高等学校卒業相当の資格を得た後、短大・
大学・大学院等で教育を受ける方の保護者
又はご本人で、世帯の年収制限以内の方

在学期間
以内

•ご返済は月賦払い又
はボーナス併用払い
です。
•（公財）教育資金融資
保証基金の保証又は
保証人が必要です。

制 度 の 内 容
● 新規開業者向け保証人特例（新創業融資制度）

ご融資の限度額 ご返済期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
ご返済期間以内

うち据置期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
据置期間以内

● 赤土等流出防止低利（ちゅら海低利）

● 沖 縄 ひ と り 親 支 援・雇 用 環 境
改 善 貸 付 利 率 特 例 制 度

● 創 業 支 援 貸 付 利 率 特 例 制 度

● 設 備 資 金 貸 付 利 率 特 例 制 度

「沖縄県赤土等流出防止条例」が適用される事業で、赤土等の流出を条例の基準値以下（100mg ／ℓ）に抑える方には、金利の優遇を行っております。 

新たに開業される方又は開業して税務申告を2期終えていない方には、金利の優遇を行っております。

5年間で2％以上の付加価値額の伸び率が見込まれる設備投資を行う方には、金利の優遇を行っております。

海外留学等一定の要件を満た
す場合は４５０万円

2５０万円

学生お一人につき２００万円
２０年以内

４年以内

１８年以内

原則、一般貸付の限度額まで
ご融資を受けている方が対象

※（公財）教育資金融資保証基金をご利用いただく場合は保証料が必要となります。ご融資の際、保証料を差し引いてお振込みいたします。
※保証人は、進学者・在学者の４親等以内の親族（進学者・在学者の配偶者を除きます。）を選任してください。
※母子家庭・父子家庭の方（一般貸付に限ります。）、交通遺児家庭（一般貸付に限ります。）、年収（所得）が一定以内の方又は子ども３人以上の世帯かつ世帯年収（所得）が一定以内の方（一般貸付に限ります。）はご融資の限度額まで、沖縄県内の離
島にお住まいの方で居住島以外の地域の高校・専門学校・大学等に係る資金（一般貸付に限ります。）及び母子家庭の母又は父子家庭の父に係る資金（一般貸付に限ります。）については、20０万円を限度としてそれぞれ貸付利率が優遇されます。

〒９０４ー００33  沖縄市山里１ー 1ｰ1ｰ102（パーチェ山里）
TEL ０９８ー９89ｰ6511／FAX ０９８ー９８9ｰ6789

中部支店 ミュージック
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ミュージック
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八重山
支店

給油所給油所

新栄公園新栄公園

石垣市民会館石垣市民会館

石垣市役所石垣市役所

JAおきなわ
八重山支店
JAおきなわ
八重山支店

市
民
会
館
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← 新川方向← 新川方向 市役所通り市役所通り 730交差点 →730交差点 →

N

宮古支店

那覇地裁
平良支部
那覇地裁
平良支部

ファミリーマート
宮古なかまつ店
ファミリーマート
宮古なかまつ店

宮古島市立
北小学校
宮古島市立
北小学校

宮古島
市役所
宮古島
市役所

宮古新報社宮古新報社 宮古毎日新聞社宮古毎日新聞社

給油所給油所

← 平良港← 平良港 県道243号県道243号 空港 →空港 →

N

入学・在学のため
に必要な資金
入学金、授業料、
通学費 など

3,000万円
うち運転資金
1,500万円）（

新たに開業される方又は開業して税務申告を２期終えていない方（注）に無担保・無
保証人で融資する制度です（税務申告を終えていない場合は、開業資金総額の１０
分の１以上の自己資金が必要です。ただし、一定の要件に該当する場合は、自己資金
要件を満たすものとします。）。
（注）「新たに営もうとする事業について、適正な事業計画を策定しており、当該計画
を遂行する能力が十分あると認められる方」に限ります。

国によるひとり親の雇用にかかる助成を受ける方（受けた方を含む。）、沖縄県の「ひとり親世帯・中高年齢者就職総合支援事業」を活用してひとり親
を雇用している方、新たに若年者（35歳未満）を雇用する方、事業所内保育施設等を設置又は増改築する方、雇用の維持又は拡大を図る方、沖縄県
において雇用調整助成金に係る実施計画の届出が受理された方、キャリアアップ助成金・業務改善助成金・人材開発支援助成金のいずれかを受け
た方、非正規雇用の処遇改善に取組む方又は沖縄県による「沖縄県人材育成企業認証制度」の認証を受けた方には、金利の優遇を行っております。

生 業 資 金生 業 資 金令和４年度

融資の
ご案内

小規模事業者の成長発展を支援します

◉ご利用いただける方

沖縄に住所を有し、沖縄において適切な事業計画の下に独立して事業を
営む方（個人又は法人等）で、ほとんどの業種の方にご利用いただけます。
※投機的事業、一部の遊興娯楽業等の業種の方はご利用いただけません。
　詳しくは、「ご利用の窓口」までお問い合わせください。

インターネット上で、
生業資金に関する情報を
ご覧いただけます。

•恩給などの給与金等を公庫が受け取
り、元利金などに充当します。



企 業 活 力 強 化 貸 付

環 境・エ ネ ル ギ ー 対 策 貸 付

セ ー フ テ ィ ネ ット 貸 付

企 業 再 生 貸 付

ご融資の種類

新 企 業 育 成 貸 付

資金の
使いみち ご返済期間 うち据置期間ご融資の限度額ご利用いただける方

ご融資の種類 資金の使いみち

設 備 資 金

特定設備資金

運 転 資 金
４,８００万円

７,２００万円

原則10年以内 1年以内

20年以内 1年以内

原則5年以内 原則6ヵ月以内

ご返済期間 うち据置期間ご融資の限度額 その他ご利用いただける方

事業を営む方
（ほとんどの業種の方にご利用いただけます）
特定設備資金は、需要構造の変化など
に伴い取扱商品又は業種の変更を行う
などの要件が必要です｡

基
本
資
金

令和4年４月現在

※設備資金、運転資金のご融資の限度額が併記されている資金について、設備・運転資金を併せてご利用になる場合の限度額は７,２００万円です。

小規模事業者経営改善資金（マル経資金）、沖縄雇用・経営基盤強化資金（沖経資金）、教育資金及び恩給担保資金をご利用の方は、一部手続き等が異なりますので窓口で
ご相談ください。

事業の種類、資金の使いみちによってご融資の限度額、ご返済期間、利率が基本資金より有利な制度となっています。

設備資金に、運転資金に、幅広くご利用いただけます。

上記のほかにも、事業の種類、資金の使いみちによって、さまざまな特定資金があります。

このようなときにご利用ください

ご利用の手続きは次のとおりです

基本資金

● 事務所、工場、店舗などを新築又は増改築する場合
● 機械、器具、備品を購入する場合　など

設 備 資 金

● 買掛金や手形の決済資金が必要となる場合
● ボーナスの支払資金が必要となる場合　など

運 転 資 金

ご相談 お申し込み ご融資

ご融資決定後、ご契
約手続きをします。
手続き完了後、融資
対象工事等の進捗状
況に応じてご指定の
口座へお振込みいた
します。

担保・保証人はお客様のご希望や
融資制度等により異なります。詳細
はご相談ください。

次のいずれかに該当する方で、一定の要件を満たす方
 • 新規市場の創出が見込まれる事業を新たに行う方
 • 雇用の創出を伴う事業を新たに行う方
 • 母子家庭の母又は父子家庭の父であって事業を新たに行う方
 • 経営多角化を図る方

新たに第二創業(経営多角化、事業転換)を図る方又は第二創業後おおむね５年
以内の方など

審　査

 ● 事業内容
 ● 資金の使いみち
 ● 計画の効果　等
なお、店舗や工場等
をお訪ねすることも
あります。

 ● 公庫本店・支店の窓口
 ● 代理店窓口　
 ● 商工会議所
 ● 商工会
原則としてご本人様（法人
の場合は代表者）がご相談
ください。

【個人営業の方】
 ● 借入申込書
 ● 資産（評価）証明書
 ● 最近時の確定申告書（２期分）
 ● 見積書（設備資金の場合）
　  など

【法人営業の方】
 ● 借入申込書
 ● 資産（評価）証明書
 ● 法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
 ● 最近時の決算書（２期分）　
 ● 最近時の試算表
 ● 見積書（設備資金の場合）
　  など

ご融資の種類 資金の
使いみち

設備資金 7,2００万円 20年以内 5年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内 5年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内 3年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内 3年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内 3年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内 2年以内

設備資金 10年以内

運転資金
2,000万円

7年以内

2年以内

1年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
3年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
2年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円

7,2００万円

４,８００万円

7年以内
2年以内

ご返済期間 うち据置期間  ご融資の限度額 ※ご利用いただける方

沖 縄 創 業 者 等
支  援  貸  付

沖縄公庫の独自融資制度

 • 沖縄の地域資源を活かした製品の開発、製造又は販売を行う方
 • 沖縄固有の技術・ノウハウを活用した製品（例：琉球焼、琉球藍染、三線、
　泡盛、琉球ガラス等）の製造又は販売を行う方

国際物流拠点産業集積地域、産業イノベーション促進地域内において事業を営
む方又は当該事業の用に供する施設、設備の設置又は整備を行う方

国又は県の観光関連施策に基づく整備地域において、観光リゾート産業の
振興に寄与する事業を行う方

商工会議所、商工会の経営強化指導を受けている特定規模事業者で、商工会議
所会頭、商工会会長の推薦を受けた方

駐留軍用地跡地において、一定規模の建築物（商業施設等）の整備事業を行う方

国又は県の情報通信産業振興関連施策に基づく指定地域内において
 • 情報通信関連事業を行う方
 • 情報関連人材を養成又は派遣する事業を行う方

沖縄県内の離島及び北部過疎地域（国頭村、大宜味村、東村、本部町）において
産業の振興及び経済の活性化に資する事業を行う方

設備資金

運転資金 ４,８００万円

7,2００万円 20年以内
2年以内

沖縄特産品振興貸付

沖 縄 情 報 通 信
産 業 支 援 貸 付

沖縄観光リゾート
産 業 振 興 貸 付

駐留軍用地跡地
開 発 促 進 貸 付

沖 縄 雇 用・経 営 基 盤
強化資金（沖経資金）

沖 縄 離 島・北部
過疎地域振興貸付

国 際 物 流 拠 点
産 業 集 積 地 域 等
特定地域振興資金貸付

泡盛古酒製成
5年以内

2年以内
泡盛古酒製成
3年以内

7年以内
泡盛古酒製成
10年以内

設備資金 20年以内

運転資金 7年以内
2年以内中小企業等経営強化法に基づき、先端設備等導入計画の認定を受けた方沖縄生産性向上

促 進 貸 付

無担保・無保証人でご利用いただける融資制度

ご融資の限度額・ご返済期間・利率等が有利な特定資金融資制度

商工会議所、商工会の経営指導を受けている小規模事業者で、商工会議所会
頭、商工会会長の推薦を受けた方

ご融資の種類 資金の
使いみち

設備資金 10年以内

運転資金
2,000万円

7年以内

2年以内

1年以内

ご返済期間 うち据置期間  ご融資の限度額ご利用いただける方

小規模事業者経営改善
資金 ( マ ル 経 資 金 )

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
2年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
（最長10年以内）

設備資金 7,2００万円 20年以内 2年以内
（最長5年以内）

経済の構造的変化に適応するために海外展開を行う方、海外展開事業の再編
を行う方など

 • 卸売業、小売業、飲食サービス業又はサービス業を営む方で、合理化等を図
　るための設備を取得する方
 • 商店街振興に資する特定の事業を実施する方など

企 業 活 力
強 化 資 金

海  外  展  開・
事 業 再 編 資 金

運転資金 7年以内（注1）

設備資金 20年以内
2年以内事業や企業を承継・集約化する方、事業承継を契機に新たに第二創業等を図る

方など
事 業 承 継・集 約・
活 性 化 支 援 資 金

運転資金 7年以内

設備資金 20年以内
2年以内特定非営利活動法人、社会的課題の解決を目的とする事業を営む方、保育サー

ビス事業・介護サービス事業を営む方など
ソーシャルビジネス
支 援 資 金

運転資金 ４,８００万円 7年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内非正規雇用の処遇改善に取り組む方、従業員の長時間労働の是正に取り組む

方など
働き方 改 革 推 進
支 援 資 金

運転資金 ４,８００万円 7年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内観光に関する事業（卸売業・小売業・飲食サービス業及びサービス業）を営む方

等であって、事業計画を策定し、生産性向上に向けた取組みを図る方
観光産業等生産性
向 上 資 金

運転資金 ４,８００万円 7年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内

 • 非化石エネルギーを導入するための設備を設置する方
 • 省エネルギー設備を設置する方
 • 公害防止や再生可能資源の有効利用などを行う方など

環 境・エ ネ ル ギ ー
対  策  資  金

運転資金 ３,０００万円 8年以内 3年以内

運転資金 15年以内
（最長20年以内）

設備資金 20年以内
2年以内

運転資金
４,８００万円

8年以内

設備資金 15年以内
3年以内一時的な売上高の減少等業況が悪化している方、社会的な要因による業況

悪化により資金繰りに支障をきたしている方など
経 営 環 境 変 化
対  応  資  金

7,2００万円別枠

別枠取引企業等の倒産により、資金繰りに影響が出ている方取 引 企 業 倒 産
対  応  資  金

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内

新たに事業を始める方または事業開始後おおむね７年以内の方
（「新たに営もうとする事業について、適正な事業計画を策定しており、当
該計画を遂行する能力が十分あると認められる方」に限ります。）

新規開業支援資金

新 事 業 活 動
促 進 資 金

経営改善、経営再建に取り組む方企 業 再 建 資 金

令和4年４月現在

うち運転資金
４,８００万円

7,2００万円別枠
うち運転資金
４,８００万円

7,2００万円別枠
うち運転資金
４,８００万円

（注1）既往の公庫融資の借換を含む場合、8年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
（最長15年以内）

生業資金挑戦支援資本強化特別貸付（資本性ローン）（注２）

ご返済方法 担保・保証人

創業・新事業展開・海外展開・事業再生等に取り組む方であって、地域社会にとって不可欠
な事業、技術力の高い事業などに取り組む方

期限一括返済
（利息は毎月払） 無担保・無保証人

ご融資の限度額

7 , 2 0 0 万円

（注２）本貸付による借入金は、劣後特約により法的倒産手続時には民間金融機関等の債務に劣後し、金融機関の資産査定上、自己資本とみなすことができるため、民間金融機関からの円
滑な資金調達が期待されます。

ご返済期間

５年１ヵ月以上
20年以内

ご利用いただける方



企 業 活 力 強 化 貸 付

環 境・エ ネ ル ギ ー 対 策 貸 付

セ ー フ テ ィ ネ ット 貸 付

企 業 再 生 貸 付

ご融資の種類

新 企 業 育 成 貸 付

資金の
使いみち ご返済期間 うち据置期間ご融資の限度額ご利用いただける方

ご融資の種類 資金の使いみち

設 備 資 金

特定設備資金

運 転 資 金
４,８００万円

７,２００万円

原則10年以内 1年以内

20年以内 1年以内

原則5年以内 原則6ヵ月以内

ご返済期間 うち据置期間ご融資の限度額 その他ご利用いただける方

事業を営む方
（ほとんどの業種の方にご利用いただけます）
特定設備資金は、需要構造の変化など
に伴い取扱商品又は業種の変更を行う
などの要件が必要です｡

基
本
資
金

令和4年４月現在

※設備資金、運転資金のご融資の限度額が併記されている資金について、設備・運転資金を併せてご利用になる場合の限度額は７,２００万円です。

小規模事業者経営改善資金（マル経資金）、沖縄雇用・経営基盤強化資金（沖経資金）、教育資金及び恩給担保資金をご利用の方は、一部手続き等が異なりますので窓口で
ご相談ください。

事業の種類、資金の使いみちによってご融資の限度額、ご返済期間、利率が基本資金より有利な制度となっています。

設備資金に、運転資金に、幅広くご利用いただけます。

上記のほかにも、事業の種類、資金の使いみちによって、さまざまな特定資金があります。

このようなときにご利用ください

ご利用の手続きは次のとおりです

基本資金

● 事務所、工場、店舗などを新築又は増改築する場合
● 機械、器具、備品を購入する場合　など

設 備 資 金

● 買掛金や手形の決済資金が必要となる場合
● ボーナスの支払資金が必要となる場合　など

運 転 資 金

ご相談 お申し込み ご融資

ご融資決定後、ご契
約手続きをします。
手続き完了後、融資
対象工事等の進捗状
況に応じてご指定の
口座へお振込みいた
します。

担保・保証人はお客様のご希望や
融資制度等により異なります。詳細
はご相談ください。

次のいずれかに該当する方で、一定の要件を満たす方
 • 新規市場の創出が見込まれる事業を新たに行う方
 • 雇用の創出を伴う事業を新たに行う方
 • 母子家庭の母又は父子家庭の父であって事業を新たに行う方
 • 経営多角化を図る方

新たに第二創業(経営多角化、事業転換)を図る方又は第二創業後おおむね５年
以内の方など

審　査

 ● 事業内容
 ● 資金の使いみち
 ● 計画の効果　等
なお、店舗や工場等
をお訪ねすることも
あります。

 ● 公庫本店・支店の窓口
 ● 代理店窓口　
 ● 商工会議所
 ● 商工会
原則としてご本人様（法人
の場合は代表者）がご相談
ください。

【個人営業の方】
 ● 借入申込書
 ● 資産（評価）証明書
 ● 最近時の確定申告書（２期分）
 ● 見積書（設備資金の場合）
　  など

【法人営業の方】
 ● 借入申込書
 ● 資産（評価）証明書
 ● 法人の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
 ● 最近時の決算書（２期分）　
 ● 最近時の試算表
 ● 見積書（設備資金の場合）
　  など

ご融資の種類 資金の
使いみち

設備資金 7,2００万円 20年以内 5年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内 5年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内 3年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内 3年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内 3年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内 2年以内

設備資金 10年以内

運転資金
2,000万円

7年以内

2年以内

1年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
3年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
2年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円

7,2００万円

４,８００万円

7年以内
2年以内

ご返済期間 うち据置期間  ご融資の限度額 ※ご利用いただける方

沖 縄 創 業 者 等
支  援  貸  付

沖縄公庫の独自融資制度

 • 沖縄の地域資源を活かした製品の開発、製造又は販売を行う方
 • 沖縄固有の技術・ノウハウを活用した製品（例：琉球焼、琉球藍染、三線、
　泡盛、琉球ガラス等）の製造又は販売を行う方

国際物流拠点産業集積地域、産業イノベーション促進地域内において事業を営
む方又は当該事業の用に供する施設、設備の設置又は整備を行う方

国又は県の観光関連施策に基づく整備地域において、観光リゾート産業の
振興に寄与する事業を行う方

商工会議所、商工会の経営強化指導を受けている特定規模事業者で、商工会議
所会頭、商工会会長の推薦を受けた方

駐留軍用地跡地において、一定規模の建築物（商業施設等）の整備事業を行う方

国又は県の情報通信産業振興関連施策に基づく指定地域内において
 • 情報通信関連事業を行う方
 • 情報関連人材を養成又は派遣する事業を行う方

沖縄県内の離島及び北部過疎地域（国頭村、大宜味村、東村、本部町）において
産業の振興及び経済の活性化に資する事業を行う方

設備資金

運転資金 ４,８００万円

7,2００万円 20年以内
2年以内

沖縄特産品振興貸付

沖 縄 情 報 通 信
産 業 支 援 貸 付

沖縄観光リゾート
産 業 振 興 貸 付

駐留軍用地跡地
開 発 促 進 貸 付

沖 縄 雇 用・経 営 基 盤
強化資金（沖経資金）

沖 縄 離 島・北部
過疎地域振興貸付

国 際 物 流 拠 点
産 業 集 積 地 域 等
特定地域振興資金貸付

泡盛古酒製成
5年以内

2年以内
泡盛古酒製成
3年以内

7年以内
泡盛古酒製成
10年以内

設備資金 20年以内

運転資金 7年以内
2年以内中小企業等経営強化法に基づき、先端設備等導入計画の認定を受けた方沖縄生産性向上

促 進 貸 付

無担保・無保証人でご利用いただける融資制度

ご融資の限度額・ご返済期間・利率等が有利な特定資金融資制度

商工会議所、商工会の経営指導を受けている小規模事業者で、商工会議所会
頭、商工会会長の推薦を受けた方

ご融資の種類 資金の
使いみち

設備資金 10年以内

運転資金
2,000万円

7年以内

2年以内

1年以内

ご返済期間 うち据置期間  ご融資の限度額ご利用いただける方

小規模事業者経営改善
資金 ( マ ル 経 資 金 )

設備資金 7,2００万円 20年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
2年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
（最長10年以内）

設備資金 7,2００万円 20年以内 2年以内
（最長5年以内）

経済の構造的変化に適応するために海外展開を行う方、海外展開事業の再編
を行う方など

 • 卸売業、小売業、飲食サービス業又はサービス業を営む方で、合理化等を図
　るための設備を取得する方
 • 商店街振興に資する特定の事業を実施する方など

企 業 活 力
強 化 資 金

海  外  展  開・
事 業 再 編 資 金

運転資金 7年以内（注1）

設備資金 20年以内
2年以内事業や企業を承継・集約化する方、事業承継を契機に新たに第二創業等を図る

方など
事 業 承 継・集 約・
活 性 化 支 援 資 金

運転資金 7年以内

設備資金 20年以内
2年以内特定非営利活動法人、社会的課題の解決を目的とする事業を営む方、保育サー

ビス事業・介護サービス事業を営む方など
ソーシャルビジネス
支 援 資 金

運転資金 ４,８００万円 7年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内非正規雇用の処遇改善に取り組む方、従業員の長時間労働の是正に取り組む

方など
働き方 改 革 推 進
支 援 資 金

運転資金 ４,８００万円 7年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内観光に関する事業（卸売業・小売業・飲食サービス業及びサービス業）を営む方

等であって、事業計画を策定し、生産性向上に向けた取組みを図る方
観光産業等生産性
向 上 資 金

運転資金 ４,８００万円 7年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内

 • 非化石エネルギーを導入するための設備を設置する方
 • 省エネルギー設備を設置する方
 • 公害防止や再生可能資源の有効利用などを行う方など

環 境・エ ネ ル ギ ー
対  策  資  金

運転資金 ３,０００万円 8年以内 3年以内

運転資金 15年以内
（最長20年以内）

設備資金 20年以内
2年以内

運転資金
４,８００万円

8年以内

設備資金 15年以内
3年以内一時的な売上高の減少等業況が悪化している方、社会的な要因による業況

悪化により資金繰りに支障をきたしている方など
経 営 環 境 変 化
対  応  資  金

7,2００万円別枠

別枠取引企業等の倒産により、資金繰りに影響が出ている方取 引 企 業 倒 産
対  応  資  金

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内

設備資金 7,2００万円 20年以内
2年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内

新たに事業を始める方または事業開始後おおむね７年以内の方
（「新たに営もうとする事業について、適正な事業計画を策定しており、当
該計画を遂行する能力が十分あると認められる方」に限ります。）

新規開業支援資金

新 事 業 活 動
促 進 資 金

経営改善、経営再建に取り組む方企 業 再 建 資 金

令和4年４月現在

うち運転資金
４,８００万円

7,2００万円別枠
うち運転資金
４,８００万円

7,2００万円別枠
うち運転資金
４,８００万円

（注1）既往の公庫融資の借換を含む場合、8年以内

運転資金 ４,８００万円 7年以内
（最長15年以内）

生業資金挑戦支援資本強化特別貸付（資本性ローン）（注２）

ご返済方法 担保・保証人

創業・新事業展開・海外展開・事業再生等に取り組む方であって、地域社会にとって不可欠
な事業、技術力の高い事業などに取り組む方

期限一括返済
（利息は毎月払） 無担保・無保証人

ご融資の限度額

7 , 2 0 0 万円

（注２）本貸付による借入金は、劣後特約により法的倒産手続時には民間金融機関等の債務に劣後し、金融機関の資産査定上、自己資本とみなすことができるため、民間金融機関からの円
滑な資金調達が期待されます。

ご返済期間

５年１ヵ月以上
20年以内

ご利用いただける方



制 度 の 内 容

● 担保を不要とする融資（無担保融資特例制度） 令和4年４月現在

ご融資の限度額

4,800万円

ご返済期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
ご返済期間以内

うち据置期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
据置期間以内

担保を提供することを希望しない方に原則として、法人の方は無担保・代表者保証、
個人の方は無担保・無保証人で融資する制度です。

本パンフレットは再生紙を使用しております。

〒９０５ー００１１  名護市宮里１ー２８ー１５
TEL ０９８０ー５２ー２３３８／FAX ０９８０ー５１ー１００８

北部支店  本　店 （融資第二部 中小企業融資 第一班・第二班）
〒９００ー８５２０  那覇市おもろまち１ー２ー２６

TEL ０９８ー９４１ー１７８５／FAX ０９８ー９４１ー１９１０ 

〒９０６ー０００７  宮古島市平良字東仲宗根１１８ー１
TEL ０９８０ー７２ー２４４６／FAX ０９８０ー７２ー７０４９ 

宮古支店

中部支店

〒９０７ー００１４  石垣市新栄町４ー１
TEL ０９８０ー８２ー２７０１／FAX ０９８０ー８３ー１６３４

八重山支店
▼ご利用の窓口

確定申告書（２期分）又は事業計画書をご持参
の上、お近くの公庫本・支店窓口でお気軽にご
相談ください（商工会議所、商工会でもご相談
を承っております）。

制 度 の 内 容 ご返済期間 うち据置期間ご融資の限度額

● 経営者保証免除特例制度

適用した
貸付制度の限度額

適用した貸付制度の
ご 返 済 期 間 以 内

適用した貸付制度の
据 置 期 間 以 内一定の要件を満たす場合に、経営者の保証を免除する制度です。

ご融資の種類 ご利用いただける方※

ご利用いただける方 資金の使いみち

ご返済期間

ご返済期間

うち据置期間 その他

ご返済方法

資金の使いみち ご融資の限度額

ご融資の限度額

▼ 教育資金のご融資

▼ 恩給担保資金のご融資

一 般 貸 付

沖縄人材育成
資 金 貸 付

高校・専門学校・大学等に入学・在学される
方の保護者又はご本人で、世帯の年収制
限以内の方

恩給などを受けている方 事業資金
消費資金

学生・生徒お一人につき３５０万円

高等学校卒業相当の資格を得た後、短大・
大学・大学院等で教育を受ける方の保護者
又はご本人で、世帯の年収制限以内の方

在学期間
以内

•ご返済は月賦払い又
はボーナス併用払い
です。
•（公財）教育資金融資
保証基金の保証又は
保証人が必要です。

制 度 の 内 容
● 新規開業者向け保証人特例（新創業融資制度）

ご融資の限度額 ご返済期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
ご返済期間以内

うち据置期間

適 用 し た
貸 付 制 度 の
据置期間以内

● 赤土等流出防止低利（ちゅら海低利）

● 沖 縄 ひ と り 親 支 援・雇 用 環 境
改 善 貸 付 利 率 特 例 制 度

● 創 業 支 援 貸 付 利 率 特 例 制 度

● 設 備 資 金 貸 付 利 率 特 例 制 度

「沖縄県赤土等流出防止条例」が適用される事業で、赤土等の流出を条例の基準値以下（100mg ／ℓ）に抑える方には、金利の優遇を行っております。 

新たに開業される方又は開業して税務申告を2期終えていない方には、金利の優遇を行っております。

5年間で2％以上の付加価値額の伸び率が見込まれる設備投資を行う方には、金利の優遇を行っております。

海外留学等一定の要件を満た
す場合は４５０万円

2５０万円

学生お一人につき２００万円
２０年以内

４年以内

１８年以内

原則、一般貸付の限度額まで
ご融資を受けている方が対象

※（公財）教育資金融資保証基金をご利用いただく場合は保証料が必要となります。ご融資の際、保証料を差し引いてお振込みいたします。
※保証人は、進学者・在学者の４親等以内の親族（進学者・在学者の配偶者を除きます。）を選任してください。
※母子家庭・父子家庭の方（一般貸付に限ります。）、交通遺児家庭（一般貸付に限ります。）、年収（所得）が一定以内の方又は子ども３人以上の世帯かつ世帯年収（所得）が一定以内の方（一般貸付に限ります。）はご融資の限度額まで、沖縄県内の離
島にお住まいの方で居住島以外の地域の高校・専門学校・大学等に係る資金（一般貸付に限ります。）及び母子家庭の母又は父子家庭の父に係る資金（一般貸付に限ります。）については、20０万円を限度としてそれぞれ貸付利率が優遇されます。

〒９０４ー００33  沖縄市山里１ー 1ｰ1ｰ102（パーチェ山里）
TEL ０９８ー９89ｰ6511／FAX ０９８ー９８9ｰ6789

中部支店 ミュージック
タウン音市場
ミュージック
タウン音市場

コザ交番コザ交番

胡屋十字路胡屋十字路

く
す
の
木
通
り

く
す
の
木
通
り

グ
ラ
ウ
ン
ド
通
り

グ
ラ
ウ
ン
ド
通
り

国道330号
（サンサン通り）
国道330号

（サンサン通り）

県道24号

（球陽ストリート）

県道24号

（球陽ストリート）

プラザハウスプラザハウス

沖縄警察署沖縄警察署

山里三叉路山里三叉路← イオンモール　 沖縄ライカム← イオンモール　 沖縄ライカム

N

北部支店

辺土名
薬局
辺土名
薬局

沖縄公庫
お客様駐車場
（奥５台）

沖縄公庫
お客様駐車場
（奥５台）

市営テニスコート市営テニスコート

コープ
なご宮里
コープ
なご宮里

給油所給油所

名護市役所名護市役所

名護市民会館名護市民会館

21世紀の森
体育館
21世紀の森
体育館

21世紀の森
グラウンド
21世紀の森
グラウンド

駐車場駐車場

← 本部← 本部 国道58号国道58号 那覇 →那覇 →

N

沖
縄
都
市
モ
ノ
レ
ー
ル

沖
縄
都
市
モ
ノ
レ
ー
ル

DFSDFS

教会教会日本
銀行
日本
銀行

東横
イン
東横
イン

ハロー
ワーク
ハロー
ワーク

ナハテラスナハテラス

とまりんとまりん

ローソンローソン

新都心メディアビル新都心メディアビル

本店

サンエー那覇
メインプレイス
サンエー那覇
メインプレイス

天久りうぼう
楽市
天久りうぼう
楽市

沖縄県立博物館・美術館沖縄県立博物館・美術館

那覇新都心中環状線那覇新都心中環状線

県道29号（又吉通り）県道29号（又吉通り）

国際
通り

国際
通り

お
も
ろ
ま
ち
駅

↑ 

古
島
イ
ン
タ
ー

国
道
３３０
号

与
儀 

↓

↑ 

安
謝

国
道
58
号

空
港 

↓

N

八重山
支店

給油所給油所

新栄公園新栄公園

石垣市民会館石垣市民会館

石垣市役所石垣市役所

JAおきなわ
八重山支店
JAおきなわ
八重山支店

市
民
会
館
通
り

← 新川方向← 新川方向 市役所通り市役所通り 730交差点 →730交差点 →

N

宮古支店

那覇地裁
平良支部
那覇地裁
平良支部

ファミリーマート
宮古なかまつ店
ファミリーマート
宮古なかまつ店

宮古島市立
北小学校
宮古島市立
北小学校

宮古島
市役所
宮古島
市役所

宮古新報社宮古新報社 宮古毎日新聞社宮古毎日新聞社

給油所給油所

← 平良港← 平良港 県道243号県道243号 空港 →空港 →

N

入学・在学のため
に必要な資金
入学金、授業料、
通学費 など

3,000万円
うち運転資金
1,500万円）（

新たに開業される方又は開業して税務申告を２期終えていない方（注）に無担保・無
保証人で融資する制度です（税務申告を終えていない場合は、開業資金総額の１０
分の１以上の自己資金が必要です。ただし、一定の要件に該当する場合は、自己資金
要件を満たすものとします。）。
（注）「新たに営もうとする事業について、適正な事業計画を策定しており、当該計画
を遂行する能力が十分あると認められる方」に限ります。

国によるひとり親の雇用にかかる助成を受ける方（受けた方を含む。）、沖縄県の「ひとり親世帯・中高年齢者就職総合支援事業」を活用してひとり親
を雇用している方、新たに若年者（35歳未満）を雇用する方、事業所内保育施設等を設置又は増改築する方、雇用の維持又は拡大を図る方、沖縄県
において雇用調整助成金に係る実施計画の届出が受理された方、キャリアアップ助成金・業務改善助成金・人材開発支援助成金のいずれかを受け
た方、非正規雇用の処遇改善に取組む方又は沖縄県による「沖縄県人材育成企業認証制度」の認証を受けた方には、金利の優遇を行っております。

生 業 資 金生 業 資 金令和４年度

融資の
ご案内

小規模事業者の成長発展を支援します

◉ご利用いただける方

沖縄に住所を有し、沖縄において適切な事業計画の下に独立して事業を
営む方（個人又は法人等）で、ほとんどの業種の方にご利用いただけます。
※投機的事業、一部の遊興娯楽業等の業種の方はご利用いただけません。
　詳しくは、「ご利用の窓口」までお問い合わせください。

インターネット上で、
生業資金に関する情報を
ご覧いただけます。

•恩給などの給与金等を公庫が受け取
り、元利金などに充当します。




